予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　項：保健体育費　　目：体育振興費　　　
	事業名　国体強化対策費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　教育委員会　スポーツ健康課　競技スポーツ係　電話番号：058-272-1111（内3355）

　　　　　　　                         E-mail：c17769@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　   166,414千円（前年度予算額：166,414千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	166,414
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	166,414

	要求額
	166,414
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	166,414

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・各競技団体が実施する国体等に向けた強化事業（合宿や遠征等）に対する強化費の助成や、特殊種目に対する経費（運搬費等）を助成する。
・ぎふ国体において、見事目標（天皇杯・皇后杯獲得：総合優勝）を果たすことができたのは、13年度より本事業を展開し、強化の拠点となる選手・チームを種別ごとに的を絞り、早期に強化を図った結果である。
・今後も国体総合成績8位入賞と目標設定し、国体へ向けた強化の一環で確立した体制を十分に生かし、競技力を維持していく事が必要である。
・全国トップレベルの指導者のノウハウを継続的に研修できる場の設定や、身につけた競技力を発揮するためのメンタルボディケアについても定着させていく事が重要である。

（２）事業内容

　・国体で開催される４０競技において、各競技団体の強化の実態を最も把握している（公財）岐阜県体育協会に業務委託し、各競技団体が実施する強化合宿や遠征費等に要する経費を、競技種別ごとに競技力に応じ助成する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　競技力を落とさないための強化策を展開するためには、県の支援が不可欠である。
（４）類似事業の有無
　　　無
　　
３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	交付金
	166,414
	　交通費、宿泊費等の助成

	合計
	166,414
	


	　決定額の考え方　





４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　岐阜県清流の国スポーツ推進条例第13条

　　ぎふスポーツ振興計画
（２）事業主体及びその妥当性
　　　少年から成年まで一貫した育成・強化をおこなうためには、関係団体との連携することが重要であり、県として強化に向けた支援をおこなう。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　ぎふ清流国体を終え、今後も引き続き「スポーツ王国・ぎふ」を維持するために、国体総合成績8位以内を目標設定し、国体に向けた強化の一環として確率した体制を十分に生かし、競技力を維持していく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	国体総合成績
	（H  ）
	４位
（H23）
	1位
（H24）
	５位
（H25）
	８位
（H26）
	160％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）強化練習…遠征、合宿費を助成
（２）強化会議…国体に向けた強化方針、国体に臨むための戦略等の周知

（３）ヒアリング…強化状況の把握、国体に向けた戦力分析、目標等の聞き取り

（４）特殊種目支援…用具、器具に特殊性のある競技に対して会場使用料

　　　登録料などを加配


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　　東京国体では目標の天皇杯８位、皇后杯８位を超える天皇杯５位、皇后杯３位という成績を収めることができた。ぎふ清流国体後も計画的かつ効果的な強化策をおこなうことができた結果である。今後もこの取り組みが継続できれば、今後も好成績が期待できる。
　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇

	　国体に向けた選手強化が、県全体のスポーツの振興および競技力の向上に大きな影響を与えている。また、育った少年選手が成年選手として活躍できる場を与えるなど、本事業の必要性は大きい。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

〇

	　平成２２年度（第６５回大会）から、確実に男女総合・女子総合成績が上がっている。また、育成した少年選手多くが成年選手として活躍したことから事業の効果が得られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇
	　頻繁に競技会、練習会に出向き、競技団体関係者と意見交換し
強化事業回数を増やし、練習内容等の質を上げることで、費用対効果を高めることができた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　今まで築き上げてきた強化システムを定着させることはもちろん、全国優秀指導者のノウハウを継続できる研修や実力を充分発揮させるためのメンタル・ボディケアについても定着させることが必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　平成２６年度も、国体に係る競技力向上を核として、各地域で実施される強化事業において地域スポーツに影響を与え、スポーツに取り組む県民を増やすことが重要である。スポーツ人口が増えることで県内から多くのトップアスリートを輩出することができる。


財政課で記載します。








